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犯罪とは何か…
「犯罪とは、(1)構成要件に該当する(2)違法で(3)有責な行為[footnoteRef:1]」である。 [1:  井田良,丸山雅夫「ケーススタディ 刑法」〔第2版〕日本評論社,2004年,64頁] 
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犯罪の型について規定している刑法の条文のこと。犯罪が成立するためには、まず、問題となっている行為が構成要件に該当する必要がある。例えば、人を殺したとすると、殺人罪の型は刑法199条の「人を殺した」(者)であるので、この人を殺した行為は同条の構成要件に該当すると言うことができる[footnoteRef:2]。 [2:  1 65頁] 

違法性
「法[footnoteRef:3]に違反すること」である。この定義の仕方を形式的違法性と言うが、これだけでは違法性の判断ができないので、犯罪の行為と結果のどちらかに重点を置いた、実質的違法性の判断が重要になる[footnoteRef:4]。 [3:  「法律」等の具体的法令ではなく、あくまで抽象的概念としての「法」のことである。]  [4:  1 43-45頁] 

　特に、 犯罪の結果が悪い→だから違法とする考え方を(a)結果無価値論
　特に、 犯罪の行為が悪い→だから違法とする考え方を(b)行為無価値論　という。
　故に、同じ「人を殺した」という行為について判断しても、
(a)は「人の生命が失われたという結果が社会的に許されない」
(b)は「行為者が実行した『殺す』という行為が社会的に許されない」
ため違法性がある、とされる。
有責性
近代刑法は刑罰を科すことで行為者の規範(ルール)意識を目覚めさせ、犯罪を予防することを目的としている。行為者の内心と関わりなく犯罪の成立を認めて刑罰を科すという結果責任[footnoteRef:5]ではなく、行為者を規範的に非難できる可能性を有責性という。 [5:  「結果責任」=結果に対する責任のこと。] 

例として、行為者の悪しき内心(故意[footnoteRef:6]または例外的に過失[footnoteRef:7])に基づかない行為を処罰しないことを明示する刑法38条1項、規範的な非難の前提となる責任能力[footnoteRef:8]を欠く行為者の行為を処罰しないとしている刑法39条1項、41条がある。 [6:  意図的に罪を犯す意思のこと。]  [7:  注意義務違反のこと。ここでいう「義務」とは、あくまで抽象的概念に過ぎない。]  [8:  物事の善悪を理解し、それに従って自ら行動することのできる能力のこと。] 

因果関係 高柳
因果関係とは何か…
因果関係[footnoteRef:9]とは客観的構成要件要素の一つであり、(1)条件関係＋(2)客観的帰属により判断される。 [9:  文字通りの解釈としては「ある事象における原因と結果の関係性」と捉えることもできる。] 

1. 条件関係(事実的因果関係)
一般的意味の「因果関係」
　「Ａという行為が無ければ、Ｂという結果は発生しなかったであろう」(仮定的条件公式)
　→『あれ無ければ、これ無し』の関係
⇔ 否定事例
『Aは死刑が確定していた。死刑執行直前、ボタンを押そうとしていた刑務官をBが突き飛ばし、ボタンを押してAを殺害した。』
　→付け加え禁止説…現実に発生しなかった事態を付け加えてはならないとして、
(現実に発生した)Bの行為とAの死亡との因果関係を肯定。
　　　　　⇔ 毒蛇事例（『Aが蛇に噛まれ、医者が血清を打とうとしたら、Bがアンプルを破壊した』）に
　　　　　　　 おいては対応できない(∵「医者は血清を打つだろう」という事象はあくまで仮定である)
　　　∴合法則的条件関係説(自然法則に基づいて行為と必然的に結びついていれば、条件関係を
　　　　 肯定する)が有力とされている[footnoteRef:10]。 [10:  この説によれば、毒蛇事例において医者が血清を打つことは自然法則に基づけば容易に予想し得るのだとされる。] 

　　　Cf. 択一的競合
　　　　　 複数の独立した行為が競合して結果を発生させた場合
　　　　　 Ex. A・BがそれぞれCに対して致死量の毒薬を飲ませ、Cを死亡させた場合。
　　　　　 ⇔一方、A・Bがそれぞれ致死量の1/2の毒薬を飲ませた場合は条件関係が肯定される。
　　　　　　　(重畳的因果関係)
	・「疑わしきは被告人の利益に」→殺人未遂罪
	・「条件を累積的に全部取り除くと結果が発生しなかった場合、条件関係を認める」
　　　　　　　→殺人(既遂)罪
	…条件関係のみにより「因果関係」ありとする(条件説)のは、因果関係成立の範囲が広く
　　　　　　　 くなりすぎてしまうため、妥当ではないとされる。
そこで、(2)説の登場。
客観的帰属(法的因果関係)
形式的意味の「因果関係」
 結果を行為者の行為(実行行為)に客観的に帰属できるか否か
(通説)相当因果関係説
 社会通念上、行為によりある結果が発生するのが相当であるか否か
 ① 行為の相当性(広義の相当性)…行為の結果に対する危険性の事前判断
 ② 因果関係の相当性(狭義の相当性)…行為の危険性が実際に因果経過を通って
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 結果が発生したか否か(事後判断)
　Ⅰ．主観的相当因果関係説
　　　 行為時に行為者が認識していた事情により判断する
　Ⅱ．客観的相当因果関係説
　　　 行為時における全ての事情と、行為時における事情のうち、経験上予見可能な事情に
　　　 より判断する
　Ⅲ．折衷的相当因果関係説
　　　　行為時において、一般人が認識し得た事情と行為者が特に認識していた事情により
　　　　判断する
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